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1.人類の課題
今世紀から２１世紀に向けて、人類始まって以来の未曾有の問題として、人類が解決しなければならない問題が４つあるといわれている。
　すなわち、人口問題、食糧問題、エネルギー問題、そして環境問題である。
　人口問題とは、急激な人口増加による弊害が様々な面で生じてくることである。
　４００万年以上前にアフリカで人類が誕生してから、１７世紀半ば頃５億人、１９世紀初頭１０億人となり、１９２０年代に２０億人、１９６０年に３０億人、１９７４年に４０億人、１９８７年に５０億人を突破し、１９９９年には６０億人を越えることが確実である。人類の永い営みを経て２０億人に達してからわずか５４年で倍の４０億人に、それから１３年間で１０億人増え、さらに１２年間で１０億人増加しているのである。そして２０１０年には７０億人を越えると予測されている。
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戦争の世紀といわれる２０世紀中にこの人口の爆発が起きていることになる。この人口爆発の原因は、医学の進歩により、幼児の死亡率が低下し、寿命が延びたことを基礎として、科学技術の進歩によって、発展途上国において、人口増に耐えられる生活状況が生まれたためと考えられる。戦争による死者以上に戦争のもたらした急激な科学技術の革新がこの状況を生んだのである。発展途上国の人口の割合は、世界人口の７５％を占め、２０２５年には、８０％を越えるのである。
２００年前ヨーロッパを代表する思想家であったマルサスは、「人口が増えて食糧が不足する」と予測したが、現代においては、そのような直截な影響ではなく、「人口が増えて水需要が増加し、農業用水が不足して食糧生産が伸び悩む」。「人口が増えて森林が伐採され、大洪水と干ばつが交互に発生し、食糧生産を減少させる」、「経済活動の活発化に伴う電力等エネルギー消費の増大によって、大気が汚染され、森林等の植物生態系を破壊し、気候変動を発生させ、大洪水を引き起こし、食糧生産を減少させる」など、人口問題と食糧問題、及び環境問題がリンクし、重大な環境破壊が生じ、飢餓人口が増大するという図式で、地球の崩壊、人類の崩壊が始まっているのである。
　例えばエチオピアでは、現金収入を得るために森林が伐採され、また、食糧増産のために焼畑農業を無計画に拡大したため、３０年前には国土の５０％を豊かな森林が覆っていたのに、１９８６年の推定では、わずか２.５％に激減しているのである。これによって保水力がなくなり、表土は流され、砂漠化が進行し、気候にも悪影響が及びという、人口問題が食糧問題とリンクし、重大な環境破壊を引き起こすという顕著な例である。
このような例が世界中で起きており、世界の山川草木国土が疲弊し、保水力を失って、雨水は表流水となって海に直截流れ込むことで海面の上昇をまねいている。この保水力の低下による海面の上昇は、後述の地球温暖化による南極等の氷の溶解によるものよりも大きいのである。
　食糧問題とは、人口問題、及び発展途上国を中心とする植物生態系の破壊、並びに世界的な環境破壊により、十分な食糧を確保できない、いわゆる飢餓人口の増加に代表される問題である。上記のとおり、人口問題とリンクし、環境問題と表裏の関係にある。
　エネルギー問題とは、化石燃料、石油・石炭資源の枯渇、経済活動の活発化によるエネルギー消費の激増、例えば火力発電による大気汚染、自動車の排気ガスによる大気汚染、重化学工業から排出される亜硫酸ガスによる大気汚染、二酸化炭素の排出による地球温暖化、及び原子力発電による放射能汚染の脅威に代表されるものである。
　ここでもエネルギー問題が重大な環境破壊を引き起こし、酸性雨による農業被害等食糧問題にもリンクしてくるのである。
　このほかにもそれぞれの地域において、様々な問題が山積しているが、いずれの問題においても、人口問題、食糧問題、エネルギー問題は相互にリンクしており、すべて人類の生存の原則に関わり、ボーダーレスな環境問題となるのである。自然＝環境であり、すべての問題が環境問題そのものなのである。
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2.地球規模の環境破壊
第二次世界大戦後、これまでの人類の歴史になかった産業の大規模化、人口の爆発が起き、自然の自浄作用では回復できない大規模かつ質の上でも深刻な環境破壊、環境汚染が進行している。その代表的な問題をあげると、次のような壊滅的な状況となっている。
①地球温暖化
炭酸ガスをはじめとする、温室効果ガスの増加により、地球の大気圏の温度が上昇し、海面の上昇をもたらして、各国の沿岸部や定置の島国などに甚大な影響を与えており、また、異常気象などの気候変動をもたらして、地域的に食糧生産に悪影響を及ぼしている。南極の氷がすべて溶ければ、海面は６０～７０メートル上昇し、人類は壊滅的な被害を受けるのであり、このまま地球温暖化が進めば、このような事態を招くことは回避不可能である。
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（写真は南極の氷山）
②オゾン層の破壊
フロン類、ハロン類の放出により、大気圏の外側にあるオゾン層が破壊され、あるいは薄くなって地球に降り注ぐ紫外線の量が増えると、皮膚がんが増え、また生物の遺伝子に悪影響を与え、生態系のバランスを崩してしまい、食糧生産に悪影響を及ぼすものとなる。
③熱帯雨林の激減
現金収入を得るための無計画な伐採、無計画な焼畑農業、山火事等により、アジア各地、ブラジル等南米各地において、熱帯雨林が著しく減少している。これにより、土壌表土の流出、土壌の荒地化・砂漠化、大気汚染、保水力の低下、気候変動に対処できない状況が生じ、干ばつと大洪水に交互に見舞われるという大変な悪循環をもたらし、食糧生産に大打撃を与える。このような状態が一度生じてしまうと、回復には莫大な費用と時間がかかり、従来の自然を取り戻すことはほとんど不可能である。
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（写真はマレーシア（ボルネオ島）の森林伐採）
④酸性雨
工業地帯からの亜硫酸ガス等の放出により、強い酸性の雨が降り、森林を白骨化（立ち枯れ減少）させ、保水力を失わせ、下流に大洪水・土砂崩れ等の災害を引き起こし、食糧生産基地である農地・放牧地を冠水させ、膨大な被害を生じる。従来は自然災害と考えられてきたが、気候変動そのものも、一定の雨量に耐えられる森林資源の破壊も環境破壊に原因する人災であることが明らかになってきている。
　この③、④を主たる原因として、前述のとおり、世界の山川草木国土が疲弊し、森林等の緑が失われ、保水力が極度に低下し、地球温暖化による影響以上に、世界の海の海面を上昇させているのが現状であり、正に地球・人類の未曾有の危機といわねばならない。
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（写真は酸性霧で枯れた富士山の樹木）
⑤海洋投棄
ケンブリッジ大学、オックスフォード大学の共同研究により、海洋における生物資源減少の一因である赤潮、青潮減少の原因が、窒素・リン等の主として生活排水による汚染であることが解明され、１９９６年にロンドン条約締結国の議決により、海洋投棄が世界のすべてで全面的に禁止されるに至った。しかしながら、生活排水に対する規制は各国の内陸、河川の問題とされ、世界的に見て、全く野放し状態であり、海洋生物資源の枯渇の速度は少しも緩まず、各地で危機的状況が見られるにもかかわらず、手をこまねいている状況である。海洋汚染により、地球規模の水汚染が深刻化し、内陸においても重大な影響を及ぼすことが必至であり、解決策が急がれる。
⑥微量有害物質、環境ホルモン等による汚染
微量でも生物に有害で、蓄積されれば健康被害を生ずるダイオキシン、トリハロメタン、トリクロロエチレン、ＰＣＢ等遺伝毒性がある物質が土壌、大気、水を汚染し、蓄積されつつあり、また、生物の生態系に異常をもたらす内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）による汚染も世界各地で進行している。これらは微量でも生態系を破壊するせようを持つので、水が汚染されれば、水の自然循環によって、世界中を汚染してしまうのである。北極の白熊や南極のペンギンにＰＣＢやＤＤＴが検出されるのを見てもわかるとおり、このまま排出が続けば、人類、生物すべての破壊をもたらしかねないものである。
⑦その他の環境破壊
①～⑥の大きな環境破壊の他にも、次のような地域的な破壊が行われているが、これらが世界各地で繰り返されると、その悪影響はやはり地球を壊滅に追い込みかねないものである。
爆発物・有害物を使った漁獲による海洋生物資源の枯渇、珊瑚礁の死滅
沿岸部開発による湿地の消失
エビの養殖による海洋汚染とマングローブ林の消失
表土流出による塩害、砂漠化、農薬・化学肥料の大量使用による農地の疲弊、汚染
病害虫の発生による農地の疲弊
大都市の過密化による大気汚染、温室効果による温度上昇
以上は世界で起きている様々な環境破壊のほんの一部であるが、いずれの環境破壊も人口問題、食糧問題、エネルギー問題とリンクし、それらのすべてを支配する最大の問題となっていることに問題の本質があり、環境問題を解決しなければ、必ず地球・人類の破滅、ヨハネの黙示録となることに今こそ気付かねばならない。
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3.環境破壊に対する世界の取組

現在、地球規模の環境破壊に対し、世界各国が協力して取り組むべく、次のような条約を締結している。
①海洋汚染

バルト海環境保全条約（１９９２年）・・・陸上の汚染源についての規制
北東大西洋海洋環境保全条約（１９９２年）
地中海汚染防止条約（１９８０年）
南東太平洋環境保護条約（１９８３）
黒海汚染防止条約（１９９２年）
海洋油濁防止条約（１９５４年）
油濁に対する公海措置に関する条約（１９６９年）
油濁民事責任条約（１９６９年）
油濁補償基金条約（１９７１年）
海洋汚染防止条約（１９７３年）
有害及び有毒物質の海上輸送の際の賠償責任及び補償に関する国際条約（１９９６年）
②大気汚染

長距離越境大気汚染条約（１９７９年）
硫黄酸化物議定書（１９８５年）
窒素酸化物議定書（１９８８年）
③有毒廃棄物

バーゼル条約（１９８９年）・・・有害廃棄物の越境移動の禁止
原子力損害責任に関するパリ条約（１９６０年）
同ウイーン条約（１９６３年）
ウイーン条約改定議定書（１９７７年）
原子力事故に関する早期通報条約及び相互援助条約（１９８６年）
環境兵器禁止条約（１９７６年）
生物兵器禁止条約（１９７２年）

④気候系の維持
オゾン層保障条約（１９８５年）、同モントリオール議定書（１９８７年）
気候変動枠組み条約（１９９２年）・・地球温暖化防止
同京都議定書（１９９７年）
⑤生物多様性の保全と資源の利用

生物多様性条約（１９９２年）
ワシントン条約（１９７３年）・・絶滅のおそれのある野生動物の種の保全のため国際取引を規制国際熱帯林木材協定（１９８３年）
ボン条約（１９７９年）・・移動性の野生動物の種の保全
渡り鳥に関する条約
ラムサール条約（１９７１年）・・湿地の保全
世界遺産条約（１９７２年）
南極条約（１９８８年）
砂漠化対処条約（１９９４年）
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4.環境保全のための規制

世界各国で環境保全のための規制措置が取られているが、そのうち従来の規制を越えて積極的に取り組み、将来の規制のあり方を示した例を挙げる。

①スーパーファンド法（アメリカ）
これは、汚染された施設や地域の環境の浄化・復旧を、ＥＰＡ（環境保護局）の行政命令と、ＥＰＡが裁判所に請求する司法命令によって、事業者等の責任者に義務づけるもので、スーパーファンド（基金）の名の由来は、石油課税・化学品課税、環境法人所得税、罰金等を基金として、ＥＰＡが独自に環境浄化事業を行い、責任者にその経費を請求する制度による。さらに、上記責任者には、有害物質放出当時の当該地域や施設の所有者、管理運営者に加えて、当該有害物質の発生者、輸送車、及び現在の所有者管理運営者までも含む非常に厳しいものであり、刑事罰の強化と相まって、環境問題の解決に強い意欲を見せるゴア副大統領、ＥＰＡの意志の反映したものとなっている。

②デポジット法（ドイツ）
これは、ドイツにおける廃棄物に対する考え方を端的に示したもので、まず、廃棄物の発生をできる限り抑え、次に徹底したリサイクルを行い、どうしても廃棄物としなければならないものだけを処分するというものであり、リサイクルのためには、例えば、ビール瓶ばかりでなく、ウイスキーの瓶や化粧品の瓶を統一するなど、ドイツ人の合理性を活かしたものとなっている。

③ＩＳＯ１４０００シリーズ
これはＩＳＯ（国際標準化機構）が環境保全についての世界統一規格を設定し、環境監査を行い、企業や行政が自らの意志で環境管理を行うことを「認証を受ける」ことで事実上義務づけるものである。これにより、企業は常に最大限の努力を求められ、前述の微量有害物質や環境ホルモン等の排出規制についても、ピコレベルでの排出を実行しなければならなくなり、少量でも廃液、廃水・排水、廃棄物を出し、環境汚染を引き起こすおそれのある企業は、大変厳しい対応を迫られているのである。
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5.環境問題の解決策
①法規制等による対処
３.４.で述べた規制はいずれも、規制を守らせることによって環境破壊・環境汚染を少しでも減らしていこうとするもので、既に破壊された環境を復元するものではなく、又、蓄積された汚染物質を処分することは現在の科学では不可能である。
　さらに、上記の規制を守らない発展途上国を中心とする環境破壊がそのボーダーレスの性格から世界の環境を汚染することを防ぐことはできず、また何よりも最小限のエントロピーの発生を防ぐこともできないため、抜本的な解決とはなり得ないのが実状である。
　その上、ダイオキシンのような微量有害物質を処理するには、１３００℃を越える高温で溶融焼却しなければならず、二酸化炭素の発生を抑制することができず、またその莫大なコストに人類が耐えられないことも明らかである。ここでは、前述の微量有害物質の処理と地球温暖化が二律背反になっており、人類はいずれかの環境破壊には必ず曝され、人類・地球の破綻から逃れることはできない。

②環境容量内への抑制
これは、「人類の活動が地球のもつ環境容量を超えてしまったところから環境の破綻が始まったのであり、その活動を容量以内に押さえ込むことしかない」とするものである（石弘之「地球環境報告Ⅱ」）。
　しかし、このようなことは実現不可能である。
　すなわち、人口問題において、人口の増加を完全に抑制することは不可能であり、発展途上国が先進国並みの人口増加率になるまでは、少なくとも先進国が要した５０年を越える時間が必要であり、それまでに環境破壊によって、人類・地球は破滅を迎えているに違いない。現在の環境問題は本当に差し迫った危機なのである。
　また、環境の悪化により、再生可能資源の急激な枯渇化や稀少化が生じ、小国、山岳国、島国などの環境容量が限られた国や、乾燥地、高山山麗地帯、湿地帯などのきじゃく危弱な生態系しか持たない国では、短時間に

（１）食糧生産の低下
（２）地域経済の崩壊
（３）人口移動
（４）政治・権力機構と社会構造の崩壊
が起き、社会紛争、内戦、武力紛争に発展するのは必至である。
　さらに、前述のような最小限のエントロピーの発生を防ぐことができないのであるから、上記のような図式は、先進国たりとも時間の問題であり、環境破壊の影響を免れない。
　結局、現在の科学技術ではエントロピーの真の処理は不可能であり、エントロピーを完全に分解消失し、エコロジーに換える全く新しい科学の台頭を待つしかないのである。
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6.まとめと提唱・提言
人類地球を破滅から救う新しい科学は、矛盾のない地球外のエネルギー、波動を利用し、バイオカルチャーという光合成等の生命エネルギーを利用し、粒子、素粒子、クォーク、トップクォークと大宇宙の力を利用したものでなければならない。言い換えれば、同調点をもったベクトルとファクターを共有する、虚数・複素数における波動関数を利用したものである。
　前述の全く新しい科学は、矛盾のない地球外のエネルギー、波動を利用し、バイオカルチャーという光合成等の生命エネルギーを利用し、粒子、素粒子、クオーク、トップクオークと大宇宙の力を利用したものでなければならない。言い換えれば、同調点をもったベクトルとファクターを共有する、虚数・複素数における波動関数を利用したものである。前述のような、規制・管理を越えた、宇宙というレベルの環境を創造し、素粒子、クオークというナノスペース以下の環境をも創造しなければならないのである。 　０（ゼロ）という環境と∞（無限）という環境を創造することが必要である 　科学のあり方も人間のあり方も進化をしなければならない。人類が解決しなければならない、人口問題、食糧問題、エネルギー問題、そしてそれらすべてを支配する環境問題に直面していることは、進化のためのチャンスなのである。
　後述の私の複合微生物動態系における複合発酵（ＥＭＢＣ情報微生物工学）はまさしくこの進化を遂げた動態系ランダム科学におけるニューサイエンスであり、蘇生回帰の科学である。
　この科学によって、人類は本当の自由と真の共和制を伴った民主主義を勝ち取るであろう。
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